
ハラスメント対策を契機に
「働きがいのある職場」を
めざす

1 はじめに

　本連載ではこれまで、ハラスメ
ント（とくに、パワーハラスメン
ト）対策を対症療法で終わらせる
のではなく、より「働きがいのあ
る職場」に昇華させていくため
に、どのようなことがポイントと
なるのか、解説を進めています。
　第６回では、働きがいのある職
場は「エンゲージメントが高い状
態にある」ことに触れ、第７～８
回では、エンゲージメントに影響
を与えるドライバーである「経営
理念」や「対人関係」に着目しま
した（図表１）。本号（第９回）
では「環境・制度」というドライ
バーにフォーカスし、働きがいと
関連の深い、キャリア（昇進・昇
格）の仕組み・評価制度・報酬制
度（給与・賞与）といった、いわ
ゆる人事制度について考えていき
ます。

2「キャリア」が働きがいに与える影響

　エンゲージメントとは『自分が
所属する組織と、自分の仕事に
熱意をもって、自発的に貢献し
ようとする社員の意欲』（柴田、
2018）といわれており、いわゆ
る「社員がいきいき働いている状
態」を指します。このようにエン
ゲージメントが高い職場では、社
員の定着率が顕著に高いことがわ
かっています。
　人材採用が売り手市場にある昨
今、経営者の方々からよくうか
がうのは、「社員の定着率・エン
ゲージメントを高めるために、報
酬水準の引上げを行いたい」とい
う声です。たしかに報酬水準は高
いに越したことはないですが、は
たして、それだけで社員の定着率
やエンゲージメントは高まるもの
でしょうか。
　ここに興味深いデータがありま
す。転職エージェントのリクルー

トキャリアが行った「第31回転
職世論調査」です。ここでは、
実際に転職した700人超に対して

「転職活動を始めた理由」を調査
しており、意外な結果が明らかと
なっています（図表２）。
　転職活動を始めたきっかけとし
て、複数回答（左図）では「年収
アップ」が第２位にランクインし
ており、こちらは予想どおりと感
じる方が多いでしょう。それで
は、「転職活動を始めた理由のな
かで最も強い理由」（右図）はど
うでしょうか。ここでは「年収
アップ」は第３位とランクダウン
しており、「キャリアをこれまで
以上の伸ばしたかった」という理
由がより上位となっています。ま
た、改めて複数回答をみてみる
と、「キャリア」に関連する理由
が第３位と第４位を占めており、

「キャリアをこれまで以上に伸ば
したかった」という理由は「年収
アップ」と僅差であることがわか
ります。
　これをみると、「報酬」もさる
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キャリア」を支える施策を講じる
ことで、社員の働きがいを高めよ
うとする企業も増えてきました。
　第３章からは、社員の働きがい

が進展するなかで、一人ひとりの
キャリア志向やライフプランが多
様化してきています。これらの
社会的ニーズを踏まえ、「多様な

ことながら、「キャリア」に関す
る不満も退職のきっかけとして大
きな影響力をもつことがわかりま
す。とくに近年は「働き方改革」

図表1　エンゲージメントの高い組織における特長
ドライバー No. 要　　素 特　　　　　　長

理念・戦略

1 理念の共有・共鳴 会社の経営理念を理解し、共感している。

2 将来ビジョンの共有度 会社の将来ビジョンについて、意味合いも含め社員に共有され、社員を鼓舞するものとなって
いる。

3 目標・方針の理解・共感 会社から伝えられる目標・方針に納得し、実施することに意味を感じる。
4 戦略・計画の納得性 会社の示す戦略は、社員が理解しやすい形で説明され、社員の意見が言える場がある。

職務特性

5 職務の一貫性・有意味性 自分の仕事は会社や部門の目的・目標と照らして一貫性があり、社会や組織に影響を与えてい
る仕事であると感じる。

6 職務と能力のマッチング 業務内容（難易度等）と自分の知識・能力がマッチし、力を発揮できる状態になっている。
7 職務の自律性 業務を遂行するうえで、逐一指示・命令を受けなくても、自分の裁量で出来ることが多い。
8 挑戦の機会 会社では、仕事に対する挑戦の機会が積極的に与えられている。

環境・制度

9 昇進・昇格、昇給の余地 会社では、能力の向上が求められ、それらを高めれば、昇進・昇格、昇給していくと感じる。
10 評価に対する納得性 会社では、自分の働きや成果に対して、評価基準に沿って公正に評価されていると感じる。
11 報酬に対する納得性 自分の仕事ぶりや同業他社の水準と比較して、給与・賞与は納得できる水準であると感じる。
12 キャリア開発、成長機会 会社からは、自分の経験やスキル、能力高めるための機会が与えられている。

対人関係

13 目標達成のコーチング 上司は、組織や個人の目標達成に向けてどのような行動をとればよいか的確なアドバイスをし
てくれる。

14 上司の承認・メンタリング 上司は日頃から声掛けをしてくれ、うまくいったときには褒めたり自分のことのように喜んで
くれる。

15 職場でのコミュニケーション 職場では、上司や同僚と議論する場があり、目標達成に向けてお互い協力しながら業務を進め
ている。

16 職場からの承認 職場では、個人が良い成果を上げたり良い行動をした時、上司やメンバーから賞賛される。

組織文化・
風土

17 風通しの良さ 職場では、分からないことは気軽に聞け、気づいたことは気にせず話が出来る風通しの良さが
ある。

18 自由闊達 職場では、良い方向に進めるために、上下関係を超えて葛藤を恐れず話し合う雰囲気がある。
19 創造性・独自性 職場では、自分のアイデアを自由に発言し、受け入れられる雰囲気がある。

20 リスクテイキング 職場では、前例がないようなことであっても挑戦すること、成果を発揮することが大事である
と考えられている。

資料出所：日本総研「エンゲージメント調査」より一部抜粋

図表２　転職活動を始めた理由
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　最後に「Must（ねばならない）」
は、「会社・職場で期待されるこ
と」です。現在の職務・ポジショ
ンで出すべき成果、期待される役
割などを棚卸し、見える化するこ
とが重要となります。
　この Will・Can・Must の３つ
は、重なる中心部分が大きければ
大きいほど、望ましい状態とされ
ています。「希望する仕事を、自
分の強みを活かして遂行し、会社
からも期待されている」という
状態といえるので、働きがいが
高まるのも納得でしょう。つま
り、キャリアに関する人事制度・
施策を整備する際には、「Will・
Can・Must をいかにフィットさ
せるか」という点がきわめて肝要
となります。

介します（図表３）。これは、筆
者が就活生に対してアドバイスす
る際によく活用するフレームワー
クですが、実際に仕事をしている
社会人が今後のキャリアを考える
際にも、非常に整理しやすい考え
方です。
　まず「Will（意志）」とは「あ
りたい姿」です。中長期的な意味
では「人生において、仕事を通じ
て、実現したいこと」といえます
が、もう少し近い将来について考
えるうえでは、「希望する職種・
職務内容」などを指します。
　次に「Can（できる）」は、文
字どおり「いまの自分ができるこ
と」を指します。これまでの仕事
を振り返ると、だれしも「身に付
いたスキル」や「乗り越えた経
験・そこから学んだ教訓」がある
はずです。元来保有している性格
的な特長もあるでしょう。これら
はその人の強みといえます。

と定着率を高めるためのキーファ
クターとなる「キャリア」に着目
し、一定効果を発揮している人事
制度上の施策・事例について解説
していきます。

3
キャリ ア の「Will・
Can・Must」のフィッ
トが働きがいを高める

　キャリアというテーマで議論す
る際に難しいのは、「正解がない
こと」です。さきに触れたとお
り、近年、個々人のキャリア志向
やライフプランは多様化してお
り、「さまざまな正解がある」と
もいえます。したがって、キャリ
アに関する仕組みを検討するえで
は、そういった「個別性」にいか
に応えることができるか、という
視点が重要となります。
　ここで、「キャリア」について
考えるうえで有益なフレームワー
ク「Will・Can・Must」を ご 紹

図表３　フィットすることで働きがいが高まる「Will・Can・Must」

資料出所：日本総研作成
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　これらの希望は必ずしもかなえ
られものではありませんが、社
員の「Will」を支える仕組みなし
では、働きがいは高まらないで
しょう。その仕組みの一例として
は「公募制」や「FA 制度」があ
げられます。公募制は、社内で必
要としているポストや職種を社
員に公開して募集する仕組みで
あり、FA 制度は、社員が希望す
る職種・部署に対して自分自身を
売り込める仕組みです。いわば、

「社内転職制度」というイメージ
でしょうか。また、より中長期の
Will を支える仕組みとしては、若
手・中堅クラスの社員が、企業経
営の諸施策に関して具体的提言を
行う「ジュニアボード」を取り入
れる企業も近年多くなっています。

5
社員の「できる」を
増やす仕組み
（Canの円を広げる）

　Can の円を広げるためには、

10年目など、定期的に開催する
ことが望ましいでしょう。また、
中長期のキャリアプランを検討す
るうえでは、結婚・子の誕生・介
護の発生などのライフイベントも
無視できません。20～60代まで
幅広い世代にライフキャリア研修
を行う企業では、世代に合わせて
内容を工夫し、先輩社員との座談
会など、ロールモデルをみつける
機会も提供しています。
　次に、Will が明確になった社員
に対しては、「Will を聴く」機会も
重要です。「キャリア申告制度」
とは、①現在の職務の満足度、②
将来希望する職務や部署、③希望
する勤務地等についてヒアリング
を行う制度で、毎年実施している
企業もみられます。社員にとって
は自身のキャリアを考えるきっか
けとなり、企業にとっても、社員
の希望に基づいた最適な人員配置
や、配置転換が行いやすくなると
いったメリットがあります。

4
社員の「やりたい」を
聴き、支える仕組み
（Will の円を広げる）

　Will の円を広げるためには、大
前提として、本人自身が自己分析
を通じて、将来のイメージを明確
化することが不可欠となります。
ただし近年は、こういった取組み
を促進させるべく、会社全体で工
夫している企業も増えてきまし
た。具体的な施策としては、図表
４のとおりです。
　Will を広げる際のスタートは

「やりたい仕事を明確にする」こ
とですが、これには研修や面談が
有効です。たとえば研修では、講
義に加えて個人ワークやグループ
ワークを行います。一人ひとりが
Will について考える経験を通じ
て、具体的なキャリアプランを設
計します。
　これらは「一度実施しておしま
い」ではなく、３年目・５年目・

図表４　Will の円を広げるために有効な制度・施策

資料出所：日本総研作成
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定番ではありますが、やはり人材
育成は避けては通れないでしょ
う。全体像は図表５のとおりです。
　人材育成の手法は OJT（職場
での学び）と Off-JT（職場を離
れた学び）に大別されますが、人
材育成はOJTが基本となります。
ただし、ここで重要なのは、「上
司が部下に仕事上の指導をしてい
るだけでは、OJT をしていると
はいえない」ということです。
　本来の OJT では、易しい仕事
から難しい仕事にシフトする経験
や、新たな仕事を習得するといっ
た経験を通じて、職務の範囲と
レベルを広げていくことが重要
です。このように一人ひとりの
Can を拡大していくためには、
上司の場当たり的な指導に任せる
のではなく、一定の育成基準が必
要となります。これは「会社が社
員に期待する成長レベルを示す」
ことに等しく、「Must」にも関係
するものとなりますので、詳しく
は次章で後述します。
　次に、Off-JT の代表格は研修

ですが、入社時のビジネスマナー
研修を実施後は、管理職になるま
で（あるいはなってからも）研修
がいっさいないという企業も多い
のではないでしょうか。これでは
継続的な学びを支える仕組みとは
いえず、せっかく費用をかけても
Can の拡大にはつながりません。
　この反省から、入社後からベテ
ラン社員に至るまでの「研修体系
図」を整備し、継続的な学びを支
える企業も増えてきました。なか
には、すべての研修をプロの講師
に外注するのではなく、あえて先
輩社員を講師に任命するケースも
存在します。これは、受講する側
だけでなく、講師となる先輩社員
の育成・成長をねらいとしていま

す。
　研修以外の施策としては、資格
取得にかかる費用の補助金や、資
格取得時に祝金を支給すること
で、社員の自己啓発を促す仕組み
も有効です。また、IT 企業等、
個々人の専門性の高さが事業に直
結する企業では、「社内資格認定
制度」や「マイスター制度」を整
備している企業も少なくありませ
ん。

6
社員に「期待」を
適切に伝える仕組み
（Mustの円を広げる）

　最後に、Must の円を広げる方
法としては、「会社が社員に期待
していることを適切に伝える」と

図表６　人事評価制度の体系

資料出所：日本総研作成
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成果評価
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会社・自部門の目標達成に向
けて、個人別の目標を設定し、
その達成度を評価する
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図表５　Can の円を広げるために有効な制度・施策
分類 概　要 方法・施策（例） 概　　　要

OJT
実際に仕事を担当さ
せながら育成する手
法

職務の拡大 担当する業務の経験範囲を段階的に広げる。

職務の充実 独力で担当できる業務の難易度を段階的に
高める。

Off-JT
実際の仕事から離れ
た機会を活用して育
成する手法

研修
必須型 ある業務に関わる全員の業務遂行レベルを

底上げする目的で実施する。

選抜型 一部のコア人材に対して、集中的に教育を
行う目的で実施する。

自己啓発
促進

資格取得
補助金制度 資格取得に掛かる費用の補助金を支給する。

社内資格
認定制度

一定の基準を満たした社員に対して資格を
認定し、表彰や手当の支給などを行う。

資料出所：日本総研作成
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いうことが最大のポイントとなり
ます。これは第５章でも述べたと
おり、日ごろの仕事を通じて社員
の Can を広げていくためにも重
要な取組みです。
　そのために有効なツールの１つ
に、人事評価制度があります（図
表６）。人事評価制度というと、
一般には査定の印象が強いかもし
れませんが、「人材育成」の機能
もきわめて重要です。要するに人
事評価制度とは、「会社の期待を
社員に具体的に伝え、その期待に
対してどれだけ貢献できたかを相
互に振り返り、貢献度が高い社員
に対して給与・賞与で報いるため
の仕組み」といえます。以上を踏
まえると、人事評価制度は、①成

果評価と、②行動評価の２軸で構
成することが有効です。
　成果評価では、会社がめざす
ビジョン・業績の実現に向けて、
個々人の目標を設定し、その達成
度を評価します。半年または年に
一度、会社の方針や業績目標を社
員に発表し、その「実現に向けて
どのような貢献ができるか」を
一人ひとりが考える仕組みです。

「社員の業績意識が低い」という
悩みを抱えている場合に有効で
しょう。
　Must の円だけでなく、Can の
円を広げるうえでも奏功するのは
行動評価です。ここでは、「目標
達成に向けて取り組むなかで、ま
た、日ごろの職務を遂行するなか

で、どのような行動・姿勢を期待
するか」という基準を、階層別・
職種別に明確化します。これは一
般的に「行動評価基準」と呼ばれ
ます（図表７）。
　実際に評価する際は、社員の階
層（等級や役職）ごとに期待され
る基準に照らして、どの程度期待
を満たしているかを評価します。
つまりこの基準は、評価される社
員にとってはキャリアアップの道
標となり、指導する上司にとって
は OJT の基準（Can の円を拡大
する際の基準）として機能するの
です。
　上記のような人事評価制度を継
続的に運用することで、会社が社
員に期待することが徐々に伝わ

①
②
上司の指示・指導の下、基本的な業務の遂行ができる
上司の指示・指導の下、難易度の高い業務に対して補助作
業ができる

①
②
担当業務に対して独力で遂行することができる
難易度の高いものについては指導を受けてできる

①

②
③

担当業務に対して難易度の高い業務含めて独力で遂行す
ることができる
担当業務に対して、下級者へ指導を行う
他の社員の模範となる

挨拶・
ビジネスマナー

□

□

社内外ともに明るく元気の良い挨拶を行い、上下関係を理解
して失礼のない言動を行っている。
必要書類の提出や各種手続きの期限など、社内で決められ
たルール・手順を理解している。

□

□

社会人としてふさわしい挨拶・身だしなみを行い、無責任に休
まないなど、社会人として最低限のルールを守っている。
必要書類の提出や各種手続きの期限など、社内で決められ
たルール・手順を正しく守っている。

□

□

挨拶、電話応対、上下関係の理解、欠勤などの社会人とし
てのルールについて、他の社員の模範となっている。
社内で決められたルール・手順を率先して守り、他の社員の模
範となっている。

報連相・
コミュニケーション

□ 相手が理解しやすいようにあらかじめ整理した上で、速やかに
報連相を実施している。

□ 担当業務全体の流れの把握に努め、報連相の必要事項を
見極め、効率的に報連相を行っている。

□

□

担当業務全体の流れを把握し、必要事項について、上司お
よび関係者に効率的・適切に報連相を行っている。
後輩からの相談に快く応じ、対応に迷うことがあれば、上司や
先輩に速やかに指示を仰いでいる。

・・・

商談に向けた
企画・計画

□ 上司の指導に沿って、商談に向けてヒアリング事項・全体の流
れ・持参資料などの計画を適切に行っている。

□ 商談に際して、仕様を明確にしたうえで、ヒアリング事項や全体
の流れ・資料準備など、独力で的確に行っている。

□

□

経験のない難しい商談でも、ヒアリング事項や全体の流れ・資
料準備など、独力で的確に行っている。
後輩の商談に同行し、適切なサポートを行っている。

商談における
プレゼンテーション

□ 自社製品に関する最低限の知識を保有し、上司の指導・同
行のもとで、適切に製品説明や商談を進めている。

□ 自社製品に関する知識を一通り保有し、担当顧客の状態に
合わせて、適切な製品説明・商談を独力で進めている。

□

□

自社製品とライバル企業の製品の違いを理解し、自社のPR
など、受注力を高めるプレゼン・商談を進めている。
後輩に対し、商談で受注力を高めるための強化ポイントなどを
アドバイスしている。

・・・

全
職
種
共
通
項
目

職
種
別
項
目

等級

役職

総合的な
期待レベル

一般

2等級

主任

3等級

係長

1等級

全員共通の項目に加えて、職種ごとの特性に合わせて、「どのような行動・姿勢が必要とされているか」が
見える化されている

階層が上がるにつれて、期待されるレベルが高まる

図表７　行動評価基準のイメージ

資料出所：日本総研作成
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ハラスメント対策を契機に「働きがいのある職場」をめざす

り、これまで認識していなかっ
た Must に気づくこともできるで
しょう。これによって、社員の
Will がさらに拡大し、その Will
の実現に向けて Can を拡大させ
ようとする効果も期待できるので
はないでしょうか。

7 さいごに

　本号では、「キャリアの『Will・
Can・Must』をフィットさせる
ことで働きがいを高める」という
着眼点で、有効な人事制度上の施
策・事例について解説してきまし
た。紹介した事例は、いずれも一
朝一夕に効果を発揮するものでは
ありませんが、「エンゲージメン
トの高い組織における特長」をみ

ても、実践する価値は感じていた
だけることと思います。
　新しい仕組みや制度を検討する
際は、個々ばらばらにとらえが
ちですが、とりわけ人事制度で
は“一貫性”が重要となります。
貴社の人事制度は、「社員の Will
を聴き、その実現に向けて、Can
を広げながら、会社からの期待

（Must）を伝える」仕組みとなっ
ているでしょうか。いま一度確認
いただき、まずはいずれか１つの

円からでも、改善に取り組んでみ
てはいかがでしょうか。
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